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「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し 

別紙のとおり意見を提出します。 

 



別紙１ 

   該当箇所         意見 

1.放送地域について 地域性を考慮し、原則として県域とするのが適当。ただし、東京、名古屋、大

阪の三大広域圏は、それぞれ一つの地域と捉えられることや、周波数の有効利

用の観点からそれぞれのブロックを対象とした放送とするのが適当と考える。

2.放送対象地域の受託放送業者

を一とすることについて 

一つの放送対象地域に複数の受託放送事業者が事業展開するには、それぞれの

受託放送事業者が放送設備を整備する必要があり、厳しい事業採算性のため

V-Low マルチメディア放送の実現そのものが危ぶまれるおそれがある。ついて

は、放送対象地域内において一つの受託放送事業者に免許を付与することにつ

いて賛成する。 

3.受託国内放送の全国展開につ

いて 

大都市部に比べて採算性が低いと見込まれる地方部での受託国内放送の展開

は、義務付けなしには進まないことが考えられるため、全国で 1 者とすべきで

ある。 

また、災害情報など公的使命を担う見地から全国規模のインフラ整備には公的

資金の導入が必要と考える。 

4.委託放送事業者による音声や

音楽の放送について 

リスナーに寄り添うメディアとして地域情報の発信や災害情報のノウハウを持

ち、リスナーに支えられてきた AM ラジオのプログラムは国の財産であり、既

存のラジオリスナーを大事にするためにもサイマル放送を認めるべきである。

その際、ラジオ研究会報告にある音声優先セグメントの設置が必要と考える。

音声優先セグメントには、地域性を重視した自社制作番組の多い委託放送事業

者を優先参入させるべきである。 

多くのリスナーを確保している AM サイマル放送の実施や、既存ワンセグ端末

チップとの共通化を図り、安価な受信機を開発することによりＶ-Ｌｏｗ端末の

普及が加速されるものと考える。 

5.ソフト参入の多様性について 地域メディアの担い手の地元資本や新しいアプリケーション提供の事業者が数

多く参画することが、V-Low マルチメディア放送の魅力が高めることになる。

そこで帯域幅を細分し、より多くの放送事業者に割り当てられるように、すべ

きである。また、既存ワンセグ端末との共通化を図り、安価な受信機が開発さ

れることを期待する。 

6. 委託放送業務展開のための

共通事業基盤について 

音声優先セグメントでのアナログサイマル放送を中心とした音声放送を考えた

場合、ＥＰＧサービス、ベースバンド接続サービスなど、全ての委託事業者に

共通する最低限のプラットフォームが必要だと考える。 

7. 委託放送事業者による災害

情報について 

民放ラジオ事業者として、非常時の地域向けの災害情報発信のノウハウを検討

し続けている。現在その一環として、東海地域安心・安全公共コモンズ推進連

絡会に参加し、自治体・ライフライン等との協議を重ねている。さらに電話会

議システムを利用した「ラジオ・ライフライン・ネットワーク」を、当社、CBC、

FM 愛知、ZIP-FM 間で構築、テスト運用中である。今後、ラジオ研究会報告書

で提言されているＡＳＰが、有効活用できることを期待する。 

8.新聞電子等の配信に対する放

送規律と配信機会の公平につ

いて 

特になし 



別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

9.NHK の受託国内放送及び委託

放送業務への参入について 

V-Low マルチメディア放送全体の魅力が高まることから、受託国内放送と委

託放送業務に参入すべきと考える。 

10、受託放送事業者の選定手続き

について 

Ｖ-Low マルチメディア放送には、災害情報・地域情報など公的使命があり、

周波数オークション制度は不適当である。現行制度下で早期に選定すべきと

考える。 

11.その他 難聴取問題や送信設備更新問題を抱えるＡＭラジオ事業のＶ-Lowマルチメデ

ィア放送への将来的な移行が可能になるような制度化を希望する。 

Ｖ-Ｌow マルチメディア放送が担う公的使命を考慮し、電波利用料は既存ラジ

オ並みの特性計数が適用されるべきである。 

また、安価な受信端末の早期普及を国策として図るべきと考える。 
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別紙  

 

該当箇所 意見 意見 

１．受託国内放送及び委託放

送業務の放送対象地域につい

て 

 

放送対象地域を原則として県域とすることを評価します。

きめの細かい防災情報、生活情報を放送するエリアとして、

現在の県域がベストと考えます。 

２．放送対象地域の受託放送

事業者を一とすることについ

て 

 

 

 

限りある電波を有効に利用するためには効率的な連結送信

が必要です。また、同一地域に複数の受託事業者が参入す

ることは、設備コスト増にもなります。したがって放送対

象地域の受託事業者は１とすることに賛成します。 

 

３．受託国内放送の全国展開

について 

 

受託事業者を全国で１者とすることを希望します。 

地域ごとの受託事業とした場合、地域の収益力の違いから

整備の進展に地域差が生じるおそれがあります。 

ただし、1 社独占による弊害も危惧されるため、受託事業

者の公平性、公共性をもとめます。 

 

４．委託放送事業者による音

声や音楽の放送について 

「音声優先セグメント」の設置を希望します。 

厳しい経営環境の中、ラジオは公共的役割を果たしてきま

した。Ｖ－Ｌｏｗにおいては、今まで以上にその役割が求

められています。災害情報、地域情報を提供するセグメン

トとして音声優先セグメントが必要と考えます。 

 

５．ソフト（委託放送業務、

番組提供事業）参入の多様性

について 

・「音声優先セグメント」で現行放送のサイマル放送中心の

参入を希望します。 

・音声放送チャンネルに必要な帯域ごとの認定を望みます。

 

６．委託放送業務展開のため

の共通事業基盤について 

 

 

ＥＰＧサービスなどを行うための、必要最低限のプラット

フォームは必要と思いますが、受託事業者がプラットフォ

ームで、多彩なサービスを展開することは問題があると考

えます。 

 

７．委託放送事業者による災

害情報の提供について 

・地域向けの災害情報の提供はこれまでどおり実施します

が、市町村レベルの詳細情報発信を 1 社独自で行うことに



 は限界があります、ラジオ研究会報告書で提言されている

ＡＳＰとの連携は有効な手段と考えます。 

・緊急地震速報/EWS の提供は受信チャンネルに関係なく提

供すべきと思います。 

 

 

８. 新聞電子版等の配信に対

する放送規律と配信機会の公

平について 

 

 

９．ＮＨＫの受託国内放送及

び委託放送業務への参入につ

いて 

 

全国的なインフラの構築や放送サービスの多様性、様々な

形態の受信機の普及から、ＮＨＫの参入は不可欠と考えま

す。 

１０．受託放送事業者の選定

手続（周波数オークションの

適否）について 

 

基幹放送である V-Low マルチメディア放送の性格は、“地域

情報”“災害情報”など、強い公的使命があります。採算性

のみが優先されるオークション制度は不適当であり強く反

対します。 

 

 

１１．その他 ・アナログＡＭラジオは難聴取問題や送信設備更新問題を

抱えています。将来Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送に移行

する可能性を考慮した制度の導入を希望します。 

・基幹放送である V-Low マルチメディア放送の性格は、“地

域情報”“災害情報”など、強い公的使命があります。電波

利用料において既存ラジオ並みの特性係数の適用を望みま

す。 
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「V-LOW マルチメディア放送の制度枠組みについての意見募集」に関し、別紙のとおり意

見を提出します。 

 

 



別紙 意見書 

該当箇所 意見 

１受託国内放送及

び委託放送業務の

放送対象地域につ

いて 

 

２放送対象地域の

受託放送事業者を

一とすることにつ

いて 

 

３受託国内放送の

全国展開について 

 

 

４委託事業者によ

る音声や音楽の放

送について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ソフト参入の多

様性について 

 

６委託放送業務展

開のための共通事

業基盤について 

 

V-LOW の性格は、地域密着・地域の活性化と考えられる。きめ細か

い地域の情報伝達が重要であり「ラジオと地域情報メディアの今後に

関する研究報告書」で提言された、県域（三大広域圏のみブロック）

と定めることに賛成する。 

 

受託事業者の安定した経営を考えれば、放送対象地域内において一の

受託放送事業者に免許を交付することに賛成する。 

 

 

 

地域ごとの受託事業者とした場合は、その収益力の違いから整備の進

展に差が生じると懸念される。受託放送事業者は全国１とするのが望

ましいと考える。 

 

現行のラジオの移行先として考えれば「ラジオと地域情報メディアの

今後に関する研究報告書」の提言にあるように【音声優先セグメント】

を設定するべき。弊社では、開局５０年に亘って、報道、台風情報・

防災情報、郷土芸能などを伝え、地域に根差した放送局として活動し

てきた。今後も引き続き地域情報の担い手として公共的な役割を果た

したいと考えており、これまでのノウハウを活用する場として優先セ

グメントがあり、公共使命のモデルとなる。これまで培われてきたリ

スナーとの信頼関係の深いラジオの果たす役割は大きいと考える。 

よって既存の放送を供給するサイマル放送は、V-LOW マルチメディ

アへのスムーズな移行が考えられる。現行ラジオの進化型、移行先と

すればリスナーに受け入れやすくなり、V-LOW マルチメディアの普

及のスピードが増すものと考えられる。 

 

認定の単位は１セグ単位が望ましい。 

 

 

地域サービスなどを効率的に一括して運用する組織として必要最小限

のプラットホームは必要と考えるが、その組織の規模やあり方は検討

する必要がある。 

 



７委託放送事業者

による災害情報の

提供 

 

 

 

 

 

 

 

８新聞電子版等の

配信に対する放送

規律と配信機会の

公平について 

 

 

９NHK の受託国

内放送及び委託放

送業務の参入につ

て 

 

１０受託放送事業

者の選定手続きに

ついて 

 

１１その他 

台風情報などをはじめ災害情報については、これまで地域の報道機関

としてできる限り伝えてきた。今後もその姿勢は変わることはなく、

積極的に取り組んでいきたい。これは V-LOW でのサイマル放送によ

って十分に活かされるものと考える。過去の事例があるようにリスナ

ーからの情報が災害情報として大きな役割を持ったり、機動性など、

これまで蓄積したラジオの強みが活きてくる。 

加えて、「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究報告書」で提

言されているような「公的情報連携 ASP」の利用があれば、より細か

い情報提供ができるものと考える。 

 

新聞や雑誌などのファイルの放送の場合は、放送法の規律の適用を基

本とするが望ましい。 

また、新聞社に代表される地域メディアの参画については、新聞でい

えば発行部数など地域への影響度・貢献などを判断基準にしてはどう

だろうか。 

 

NHK は地上放送や BS の普及・発展を先導してきた実績があり、新し

いメディアの実現・普及・発展には不可欠と思われる。 

 

 

 

V-LOW マルチメディア放送は、地域情報・災害情報などの公的役割

が大きいものであり、その選定にあたって落札金額の大小によるもの

ではないと考える。 

 

●アナログラジオの今後について 

アナログラジオを将来が見えない中では、あらたな V-LOW マルチメ

ディアへの取り組みも、積極的には取り込みづらい。早急に行政でそ

の放送政策や放送制度について検討していただきたい。 

●受信機の普及について 

現在地上デジタルテレビの普及について、大きな取り組みが展開され

ているところであるが、沖縄県はその普及率が最下位である。のんび

りした県民性に負うところもあるが、県民所得が最下位という側面も

大きい。防災情報の提供など公共性を鑑みれば、受信端末の普及にお

いて国や自治体などの支援が不可欠となってくると考える。 

 



●音声優先セグメントの設定 

 ６０年にわたる放送を通じて培ってきたラスナーとの信頼関係を大

切にして維持するため、ラジオ研究会で提案のあった音声優先セグメ

ントを設定を希望する。 

 

  

 



株式会社和歌山放送
該当箇所 意見

1.放送対象地域

ＶーＬｏｗの性格は、“地域情報”　“災害情報”であり、「地域密着」「地域の活性化」「きめ細かい地域の防災情報」を行うべきも
のであり、これらの事項は、アナログラジオを５０有余年にわたって行ってきた弊社が最も得意とするところです。ところが、近畿
広域におけるＶ－Ｌｏｗの和歌山放送の放送エリアは、サービススタート時には、和歌山県内では、県北の一部の地域しか聴取
できず、県民の同意を得るのは大変難しい。このため、聴取エリアが狭い初期の段階でも、「和歌山県全域」放送が必須で「和
歌山県全域」をカバーできるようにして欲しい。
　また、「音声優先セグメント」内での「現アナログラジオ」のサイマル放送との整合性をはかっていく必要があります。

2.放送対象地域の受託事業者
を一とすること

（基本的に）“評価”　 “支持”する。
基幹放送とされるV-Lowマルチメディア放送の事業採算性や効率的な連結送信というデジタル技術の観点から一番妥当な選択
だ。なるべく費用負担が少ない方法を支持する。

3. 受託国内放送の全国展開
受託事業者を全国1者とする考え方が妥当　（全国１者とすべき）。
･地域ごとの受託事業者とした場合、その収益力の違いから整備の進展度合いに地域差が生じることは避けるべき。
･V-Lowの性格は、“地域情報”“災害情報”など、公的使命。

4.委託事業者による音声や音
楽の放送

①（ラジオ研究会報告にある）「音声優先セグメント」設置が必要。 
　･V-Low帯域を現行ラジオの移行先として制度化する必要
　･「音声優先セグメント」は、参入を希望するラジオ社全てが放送できる帯域を確保すべきと考える。  なぜならば、ラジオは災
害情報や地域情報の提供など地域情報の担い手であり、公共的な役割を果たしているから。
また、「音声優先セグメント」では
　•アナログラジオのサイマル放送（引き続き防災情報などの公共的な役割を果たす）。この「優先セグメント」こそが、“地域情
報”　“災害情報”等 、V-Lowの公的使命の旗手となる。
　•既存ラジオ社の持つノウハウを生かした、デジタル時代の新たな音声放送も提供する。
②アナログラジオのサイマル放送
･アナログラジオ事業の課題である（都市)難聴や設備更新問題の解決への有効な手段。
･サイマル放送に代表される既存ラジオの事業者こそが、“地域情報”　“災害情報”など、V-Lowの公的使命の旗手となる。

5.ソフト（委託放送業務、番組
提供事業）参入の多様性（認
定のセグメント単位について）

①「音声優先セグメント」＝既存ラジオ事業者の（サイマル放送を中心、さらには自らのラジオ事業の移行を念頭に入れた）参入
である。
･「音声優先セグメント」で一つの音声放送チャンネル（サイマル放送）に必要な帯域ごとの認定が相応しい。
②「音声優先セグメント」＝V-Lowの性格から、“地域情報”　“災害情報”など、公的使命と合致することから、ブロックでは11～
１３、県域では６～７という限られたセグメントの中、その帯域は最大限に優先して確保されるべき
③委託放送事業者の放送サービス内容を、V-Low帯の使命である“地域情報”　“災害情報”など、公的使命から吟味した上

6.委託放送業務展開の為の共
通事業基盤（プラットフォーム
機能の考え方とプラットフォー
ムを受託（ハード）事業者が提
供することの是非やその機能

　 「音声優先セグメント」でのアナログサイマル放送を中心とした音声放送を考えれば、
・EPGサービス、ベースバンド接続サービス、地域サービスなどを効率的に一括して運用する組織としての必要最低限のプラット
フォームは場合によっては必要。
・ただし、V-Low帯での有料放送等の多彩なサービスを考慮すれば、受託事業者が提供するプラットフォーム機能は、すべての
委託事業者に共通する最低限となる機能に限定すべき（すべてを独占的に提供することは反対）。



7.委託放送事業者による災害
情報の提供。　　　　　　　　　　　
　　　　必要な災害情報が多く
の国民に届くための方策と、実
現する事業展開の計画、安心
安全な社会システムの一部と
なり得る端末の開発普及の可
能性など

①民放ラジオ事業者として、（V-Low帯音声優先セグメントでのサイマル放送では）地域向けの災害情報の提供はこれまで通り
実施。
②市町村レベルの詳細情報発信を1社独自で行うことには限界がある。
・地域に密着してきた既存ラジオ事業者が蓄積してきた、災害時等の発生時に緊急放送体制を含む災害情報のノウハウが、　
V-Lowでのサイマル放送にも十二分に活かされる。
・緊急地震速報／EWS等の提供は、端末の基本機能で可能。
・「安心報道」という基本姿勢。
・「人の声で伝える情報」は、単にデータのみで送られる情報よりもの有効性がある。
③音声優先セグメントから発せられる災害情報を一人でも多数の国民に届く為にも 1セグメント方式の簡単廉価な安心安全受
信機を自治体等と協力して開発し配布することが、最も有効な方策ではないか。
④市町村レベルの詳細情報発信を1社独自で行うことには限界がある。
・例えば、地元のＮＨＫとの協力体制の構築とか。

8.新聞の電子版等の配信に対
する放送規律と�配信機会の

9.NHKの受託放送/委託放送
への参入

◎地上放送やBS放送の普及・発展を先導してきたのはNHKであり、NHKの受託国内放送及び委託放送業務への参入は大いに
歓迎する。
・新しいメディアであるV-Lowマルチメディア放送の実現・普及・発展にとって極めて重要。
・全国的なインフラの構築や放送サービスの多様性、様々な形態の受信機の普及から、ＮＨＫとの二元体制は不可欠。

10.受託事業者の選定手続き
(周波数オークション）

①受託事業者のみならず、V-Low全体の事業性に大きく影響するものであるので、強く反対する。
②基幹放送であるV-Lowマルチメディア放送の性格は、“地域情報”　“災害情報”など、強い公的使命を帯びている。
③それに対して、採算性という経済原理のみが優先されるオークション制度は既存の放送事業者が参入の機会を奪われかね
ず、不適当と思慮され、強く反対する。

11.その他

①ＶーＬｏｗの開始にあたっては、「地域情報」「災害情報」が基本となるが、これを支え・支持する県民や地元の声を無視しては
あり得ない。この為、ＶーＬｏｗ放送はスタート時から地域メディアとして、県民・地元の人たちの支持が必須で、地方の声を反映
させることが重要である。
②V-Lowマルチメディア放送＝“地域情報”“災害情報”など強い公的使命を持っている。
それゆえ、電波利用料において既存ラジオ並みの特性係数が適用されるべきと考える。
・伝送方式として「1セグメント方式」と「3セグメント方式」についてだが、仮に３セグメントを１委託放送事業者に与えてしまうと、
県域では２委託事業者程度の参入しかできない…という状況となる。必ずしも３セグメントも必要ない、サービスの内容によって
は0.5や１セグメントの方が地域メディアとして相応しいサービスを提供できると考えている地元資本やベンチャー系の事業者な
どが参入しなくなる可能性がある。
・地域の小さな声を大事にしてほしい。
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「V-Low マルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し、別紙のとおり意見を提出
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別紙 

 

該当箇所 意見 

１．放送対象地域 

 放送対象地域を原則とし

て県域（東名阪の三大広域

圏のみブロック）とすること 

V-Low は地域情報・災害情報を伝えられるメディアであるべき

で「地域密着」「地域の活性化」「きめの細かい地域の防災情

報」が扱える地域割が必要で、原則として県域とされたことは

評価します。しかし三大広域圏はブロックということになるとブ

ロック内の地域情報・災害情報を細かくフォローできるかは疑

問。ブロック内の県域も県毎に別の周波数を手当てするなど

して「地域密着」「地域の活性化」「きめの細かい地域の防災

情報」に備える必要があるのではないか。 

 

２．放送対象地域の受託放

送事業者を一とすること  

放送対象地域内において

（複数でなく）一つの受託事

業者に免許を付与すること 

V-Low マルチメディア放送の事業採算性や効率的な連結送

信というデジタル技術の観点と、複数の受託放送事業者を認

めると利用可能帯域を狭め事業機会の縮小を招き採算性が

低くなることから、受託放送事業者を一とすることを支持しま

す。 

但し、V-Low の性格は「地域情報」「災害情報」など公的使命

があり、長期安定したハード事業の提供が果たされることと、

聴取者に普く基幹放送サービスを送り届けるという公共的使

命は担保されるべきである。 

 

３．受託国内放送の全国展

開  

ハード整備の主体としての

受託放送事業者を全国一

者とすべきか、ブロック／県

域ごとに一者の参入を募り

全国的には複数の受託放

送事業者が併存することが

あり得るようにすべきか 

受託事業者は全国１者とするのが適当と考えます。 

それは 

・東名阪以外にも確実なインフラ整備をする必要があること。 

・地域ごとの受託事業者とした場合、例えば送信料の考え方

や付加サービスの能力など、地域によって委託事業者の参

入条件が異なったり、収益力の違いから整備の進展度合い

に地域差が生じるのは避けるべきであること。 

などからです。 

また、災害情報などの公的使命を担う点から、全国規模のイ

ンフラ整備にあたって国の支援を含む公的資金の導入も必

要であると考えます。 

 

 

 



４．委託放送事業者による

音声や音楽の放送  

（サイマル放送と新規音声

放送／端末普及等）  

「音声優先セグメント」を作る必要がある。 

『ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会報告書』の

2-2-1-3 でも言及されている。 

V-Low 帯域を現行ラジオの移行先として制度化する必要があ

る。ラジオは災害情報や地域情報の提供など地域の情報担

い手として公共的な役割を果たしており、引き続き防災情報な

どの公共的な役割を果たすアナログラジオのサイマル放送を

V-Low の公的使命の担手として音声優先セグメントとして温

存すべき。 

アナログラジオのサイマル放送は現在アナログラジオ事業が

抱えている課題としての、難聴や設備更新問題の解決への有

効な手段である。サイマル放送に代表される既存ラジオの事

業者こそが、地域情報・災害情報など V-Low の公的使命の旗

手となる。 

端末普及と音声音楽放送は、音声音楽放送、特にサイマル放

送を実施することにより、V-Low 端末が現行ラジオのハイブリ

ッド型と位置づけられ、買い替え需要を喚起し大きな普及の要

因になる。さらに、現行ラジオの移行先として認識され普及の

スピードが加速する。 

５．ソフト（委託放送業務、

番組提供事業）参入の多様

性  

（認定のセグメント単位につ

いて） 

音声優先セグメント、つまり既存ラジオ事業者のサイマル放送

を中心とした、さらには自らのラジオ事業の移行を念頭に入れ

た参入である。よって音声優先セグメントで１つの音声チャン

ネル（サイマル放送）に必要な帯域ごとの認定が相応しい。 

音声優先セグメントは V-Low の性格である「地域情報」「災害

情報」など、公的使命と合致することから、ブロックでは１１～１

３、県域では６～７という限られたセグメントの中、その帯域は

最大限に優先して確保されるべきである。 

６．委託放送業務展開のた

めの共通事業基盤  

（プラットフォーム機能の考

え方とプラットフォームを受

託（ハード）事業者が提供す

ることの是非やその機能の

内容） 

音声優先セグメントでのアナログサイマル放送を中心とした音

声放送を考えれば、EPG サービス、ベースバンド接続サービ

ス、地域サービスなどを効率的に一括して運用する組織として

の必要最低限のプラットフォームは、場合によっては必要とな

る。その組織の規模や在り方等は今後検討しなければならな

い。ただし、V-Low 帯での有料放送などの多彩なサービスを

考慮すれば、受託事業者が提供するプラットフォーム機能は、

すべての受託事業者に共通する必要最低限の機能に限定す

べきで、全てを独占的に提供することには反対する。 



７．委託放送事業者による

災害情報の提供  

必要な災害情報が多くの国

民に届くための方策と、実

現する事業展開の計画、安

心安全な社会システムの一

部となり得る端末の開発普

及の可能性など 

V-Low 帯音声優先セグメントでのサイマル放送では、これま

で通り、民放ラジオ事業者としておこなっていた地域向けの災

害情報の提供は実施する。災害発生時等に地域に密着し蓄

積してきた緊急報道体制などを含むノウハウが V-Low でのサ

イマル放送にも十二分に活かされる。人の声で伝える情報の

有効性はデータによる情報よりも優れている。 

音声優先セグメントから発せられる災害情報を一人でも多くの

国民に届かせるためにも１セグメント方式の簡単安価な受信

機を開発し配布することが有効。 

市町村レベルの詳細情報発信を１社独自で行うことには限界

がある。ましてや広域圏ブロックとなればなおさら。そのため

にもブロック内の県域も認めるべき。その上で、地元の NHK と

の協力体制を構築したり、ASP との連携も有効な手段となる。

８．新聞の電子版等の配信

に対する放送規律と配信機

会の公平 

 

特になし 

９．ＮＨＫの受託放送／委託

放送業務への参入  

 

地上放送や BS 放送の普及・発展に寄与してきた NHK の受託

国内放送及び委託放送業務の参入は、新しいメディアである

V-Low マルチメディア放送の実現・普及・発展のいずれにとっ

ても極めて重要であり、全国的なインフラの構築や放送サー

ビスの多様性、様々な形態の受信機の普及にも、NHK との２

元体制は不可欠。 

１０．受託事業者の選定手

続き（周波数オークション）  

受託事業者の選定手続とし

て周波数オークションによる

ことの適否 

基幹放送となる V-Low マルチメディア放送の性格は「地域情

報」「災害情報」など、強い公共的使命を担うが故に、採算性

のみが優先されるであろうオークション制度は不適当であり、

受託事業者のみならず、V-Low 全体の事業性に大きな影響

を与えるオークションには強く反対する。 

１１．その他  

 

・民放連が本年１月 20 日付で総務大臣に提出した「マスメディ

ア集中排除原則の緩和に関する要望」に沿って今後の制

度整備を行い、既存民放事業者は携帯端末向けマルチメ

ディア放送に参入可能とするように希望します。 

・難聴取問題や送信設備更新問題を抱えるアナログ（AM）ラ

ジオ事業の V-Low マルチメディア放送に移行する可能性を

考慮した制度となるよう希望します。 
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「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し、別紙のとおり
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様式別紙  

  

該当箇所  意 見  

４．委託放送事業者による音声や

音楽の放送  

音声放送が果たす公共性と提供主

体について。  

・国民のメディア選択の多様性、災害時の報道ツ

ールの多角化、地域との関わりによる安心・安

全の確保、デジタルテレビやインターネットネット

の弱点補強等々にも簡易で輻湊の心配のない

音声メディアが重要となります。 

 ラジオパーソナリティという、リスナーに身近で親

和性があるソフトを抱え、個々での社会との関

わりを可能にするメディア特性や地域情報・災

害情報等々、既存のアナログラジオ社がもつさ

まざまな特徴、ノウハウをⅤ－Ｌｏｗマルチメディ

ア放送（デジタルラジオ）で発展させることで従

来の信頼感に加えて新たな可能性が広がると

自負しています。 

 また当面は既にあるアナログラジオのサイマル

放送ということで、端末の普及にも効果がありま

す。近い将来にはデジタルラジオがメインでアナ

ログラジオがサイマル放送になると考えていま

す。 

５．ソフト（委託放送業務、番組提供

事業）参入の多様性  

委託放送事業者への帯域の割当

ての単位をある程度まとまった数の

セグメントとしながらも、地域メディ

アの担い手としての地元資本や、

新しいアプリケーション提供の担い

手となる事業者が参画できるように

する工夫について。  

・Ⅴ－Ｌｏｗのコンテンツ、ソフトの多様性確保の

ため、寡占でのセグメント独占より、数社による

多くのセグメントの割り振りが必要です。 

またさらに圧縮技術の向上によるセグメント分

割でのチャンネル参入も認めるべきだと考えま

す。 

Ⅴ－Ｌｏｗや特に設置を希望する音声優先セグ

メントについては、ただ単に資金力のある大資

本が資本の論理やビジネススキームによって委

託放送事業者として参入できる周波数オークシ

ョンの様なルールでは、公的使命を果たすため

に長年地域メディアとして、国民に地域情報や

災害情報を地道に社会インフラとして提供して

きたアナログラジオの特性が生かされません。 

安心で安全で格差のない情報を提供するという

観点からもアナログラジオの進出は合理的であ



り、Ⅴ－Ｈｉｇｈｔと違いⅤ－Ｌｏｗは地元の中小資

本や地方自治体との結びつきにより地方、地域

に根ざした帯域とすべきだと考えます。 

 

９．ＮＨＫの受託国内放送及び委託

放送業務への参入  

ＮＨＫが委託放送業務（ソフト）と受

託国内放送（ハード）に参入するこ

との適否  

・各委託放送事業者の送信設備などでの資金的

な参入障壁を無くすためにもＮＨＫの参加は不

可欠であり、またＮＨＫの参加はⅤ－Ｌｏｗマル

チメディア放送の全国レベルでの展開を可能に

し、端末普及の可能性アップにも役立ちます。 

 

１１．その他  

１．～１０．以外に制度枠組みに関

し留意すべき事項  

・デジタルラジオの電波利用料の負担については 

新たな放送サービスの普及のために、当面大幅

な軽減が必要と考えます。また、現行のアナログ

ラジオと同様の軽減措置の継続も必要と考えま

す。（現在の電波利用料の 4 分の１以下に軽減し

ていただくことを希望します。）  

 

・マスメディア集中排除原則につきましては、Ⅴ－

Ｌｏｗマルチメディア放送の開始に伴い、地方メディ

アの経営の選択の自由度を確保し財務体質の健

全化を図るためこの機会に是非緩和の制度整備

をお願いいたします。 
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別紙 

該当箇所 意 見 

1．放送対象地域 

放送対象地域を原則として県

域（東名阪の三大広域圏はブロ

ックのみ）と定めることについ

て 

・Ｖ－Ｌｏｗの基本は地域性、地域情報の提供が重要

であることから、原則県域（東名阪の三大広域圏は

ブロック）の考え方について、支持いたします。 

2．放送対象地域の受託事業者

を一とすることについて 

放送対象地域内において『 一

の受託事業者に免許を付与す

る 』ことについて 

 

・Ｖ-Ｌｏｗマルチメディア放送の安定したハード事業

の運営や効率的な連結送信というデジタル技術など

の観点から、受託事業者を一とする考え方について

支持いたします。複数の受託事業者を認めることに

より、利用可能帯域を狭めることは、周波数有効利

用の観点からも、望ましいことではないと考えます。

3．受託国内放送の全国展開 

ハード整備の主体としての受

託事業者を全国一者とすべき

か、それともブロック／県域ご

と一者の参入を募り、全国的に

は複数の受託事業者が併存す

る事があり得るようにすべき

か等について 

･Ｖ―Ｌｏｗの性格は、地域情報、災害情報などの公的

使命から、東名阪以外の地域にも確実なインフラ整

備が必要です。このため地域ごとの受託事業者によ

って、整備に地域差が生じることは避けるべきで、

受託事業者は全国一社とする考え方が妥当と思われ

ます。 

･Ｖ―Ｌｏｗの公的使命から、全国規模のインフラ整備

にあたっては国の支援を含む公的資金の導入が必要

と考えます。 

4．委託放送事業者による音声

や音楽の放送（サイマル放送と

新規音声放送／端末普及等） 

 

・これまでラジオが果たしてきた地域密着メディアと

しての役割、音だけの優位性（アイズフリーなど）

を生かした生活者応援メディアとしての役割、さら

に災害情報等の公共的な役割を考えるとき、Ｖ―Ｌ

ｏｗ帯での音声優先セグメントの設置は、大変有効

と考えます。 

・音声優先セグメントでのアナログラジオのサイマル

放送はアナログラジオ事業の課題である難聴取や送

信設備更新問題の解決への有効な手段であると考え

ます。 

・アナログラジオのサイマル放送はＶ―Ｌｏｗ端末へ

の買い替え需要等、端末普及に大きく貢献するもの

と考えます。 

5．ソフト（委託放送業務、番

組提供事業）参入の多様性（認

定のセグメント単位について） 

 

･Ｖ―Ｌｏｗの地域性を考え、既存ラジオ事業者をはじ

め地元資本による事業者が多く参入できるよう、「音

声優先セグメント」では一つの音声放送チャンネル

に必要な帯域ごとの認定が妥当と考えます。 

・「音声優先セグメント」は地域情報、災害情報等、Ｖ

―Ｌｏｗの公的使命に合致することから、限られた
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セグメントの中で、最大限に優先して確保されるこ

とが望ましいと考えます。 

6．委託放送業務展開のための

共通事業基盤について 

（プラットフォーム機能の考

え方とプラットフォームを受

託放送事業者が提供すること

の是非とその提供機能につい

て） 

・「音声優先セグメント」では、ＥＰＧサービスやベー

スバンド接続サービスなどを効率的に一括して運用

する必要最低限のプラットホームは必要と思われま

す。但し受託事業者が提供するプラットホーム機能

は、帯域使用料にも影響を及ぼすものであり、すべ

ての委託放送事業者に共通する最低限の機能に限定

することが望ましいと考えます。 

7．委託放送事業者による災害

情報の提供について 

必要な災害情報が多くの国民

に届くための方策と、それを実

現する事業展開の計画、安心安

全な社会システムの一部とな

り得る端末の開発普及の可能

性など 

 

・既存ラジオ事業者が地域密着で、これまで積み重ね

てきた災害時の緊急放送体制を含む災害情報のノウ

ハウが、Ｖ―Ｌｏｗでのサイマル放送でも十二分に

生かされると確信しています。 

・「音声優先セグメント」から発せられる災害情報を一

人でも多くの国民に届けるためにも 1 セグメント方

式の簡単廉価な安心安全端末を自治体と協力して開

発し配布することは有効であると考えます。又タブ

レット端末や車載端末等への受信機相乗りの考え方

は受信機普及に最も有効な方策と考えます。 

8．新聞電子版等の配信に対す

る放送規律と配信機会の公平

について 

・特になし。 

9. ＮＨＫの受託国内放送及び

委託放送業務への参入につい

て 

・これまで放送の普及・発展を先導してきたＮＨＫの

受託国内放送及び委託放送業務への参入は、新しい

メディアであるⅤ-Ｌｏｗマルチメディア放送の実

現・普及・発展にとって極めて重要と考えます。 

10．受託事業者の選定手続き

(周波数オークションの適否） 

 

･Ｖ―Ｌｏｗマルチメディア放送の性格は、地域情報、

災害情報など公的使命であることから、周波数オー

クションは適当でないと考えています。 

11．その他 ･ＡＭラジオの受信環境悪化が進み、聴取者からの受信

苦情が増加している中、こうした状況を打開し、聴

取者の期待に応えるためにも、Ｖ－Ｌｏｗの「音声

優先セグメント」は、アナログラジオを継承する伝

送路として、早期実現を図るべきと考えます。 

･Ｖ―Ｌｏｗの地域性、公的使命から、電波利用料につ

いては、既存ラジオと同様の軽減措置が適用される

べきと考えます。 
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別紙 

意見要約 

該当箇所 意 見 

1. 受託国内放送及び委託

放送業務の放送対象地域に

ついて 

放送対象地域を原則として県域（三大広域圏のみブロック）と

定めることについて、妥当なものと考えます。 

2. 放送対象地域の受託放

送事業者を一とすることに

ついて 

一の受託放送事業者に免許を付与することが望ましいと考え

ますが、一社独占の弊害が生じないよう、運営の透明性を確保

することが必要と考えます。 

3.受託国内放送の全国展開

について 

 

受託事業者を全国一者とすることが適当であると考えます。し

かし、都市部の負担が過大なものとならないよう、収益力の弱

い地域での普及には時間的な猶予を与えるほか、行政が財政支

援を行うなどの施策が行われることを希望します。 

4.委託事業者による音声や

音楽の放送について 

 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送が、地域に受け入れられその公

的使命を果たすためには、既存アナログラジオ放送がサイマル

放送を行うことは、非常に有効な手段であると考えます。また、

簡便で安価な受信機で視聴できる音声中心の番組を充実させ

ることが普及促進に有効であると考えます。 

5.ソフト（委託放送業務、

番組提供事業）参入の多様

性について 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の普及発展には音声放送の充

実が有効であると考えます。そのためには、「音声優先セグメ

ント」の導入や、「アナログサイマル」を認めること、委託放

送事業者の認定において、音声放送に必要な最小限の帯域ごと

に認定することが参入の多様性を実現するものと考えます。 

6.委託放送業務展開のため

の共通事業基盤について 

委託放送事業者の認定単位が１セグメントに満たない制度の

場合は、ベースバンドを１セグメントにまとめるための必要最

小限の機能を受託放送事業者が提供することは、参入の容易さ

のために有効な面もあると思われます。 

7.委託放送事業者による災

害情報の提供について 

 

データとして送られる災害情報は、セグメント単位や全セグメ

ント単位で運用することが効率的であると考えます。また、提

供する情報については、地域の全放送事業者や自治体が協力し

て効率的に情報収集、配信することが有効と考えます。 

8.新聞の電子版等の配信に

対する放送規律と配信機会

の公平について 

使用する帯域を一定の範囲内とすることを前提に、放送波の一

部を通信利用できるよう制度整備を行い、放送規律にしばられ

ないデータ配信が可能になることを希望します。 

9.NHK の受託放送/委託放送

への参入 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の普及、発展にとって、ＮＨＫ

が参入することは極めて重要であると考えます。 

10.受託事業者の選定手続

きについて 

放送の公的使命を考えた場合、オークション制度は、なじまな

いものと考えます。 

11.その他 Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送においては、既存のアナログラ

ジオ放送をデジタルに移行するという観点を含んだ制度整備

がなされるよう希望します。 
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意見詳述 

該当箇所 意 見 

1. 受託国内放送及び委託

放送業務の放送対象地域に

ついて 

放送対象地域を原則として

県域（三大広域圏のみブロ

ック）と定めることについ

て 

地域重視が求められるＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送におい

て、既存ラジオ放送事業者のノウハウが生かせるとともに、送

信所の置局においても合理的な考え方ができるなど、妥当なも

のと考えます。 

2. 放送対象地域の受託放

送事業者を一とすることに

ついて 

 

電波資源の有効利用や事業採算性においては、一の受託放送事

業者に免許を付与することが望ましいと考えます。ただし、一

社独占の弊害が生じないよう、配信委託料の算定や契約の基準

等については、十分な透明性を確保することが必要と考えま

す。 

3.受託国内放送の全国展開

について 

ハード整備主体としての受

託事業者を全国一者とすべ

きか、ブロック／県域ごと

に一者の参入を募り、全国

的には複数の受託事業者が

併存する事があり得るよう

にすべきか 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送を全国に展開することが大前

提であれば、受託事業者を全国一者とすることが適当であると

考えます。しかし、そのことが大都市での過大な負担を生まな

いようにする施策が必要であると考えます。都市部では既存ラ

ジオ放送の受信環境の悪化が深刻であり、それに変わりうるＶ

－Ｌｏｗマルチメディア放送の早期の普及が望まれます。しか

し、都市部の委託放送事業者に過大な負担が生じると、参入の

多様性が損なわれるとともに、放送内容が採算性優先のコンテ

ンツに偏ることなどにより、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送に

期待される公的使命を果たせなくなることにもなりかねませ

ん。このため、都市部の負担が過大なものとならないよう、収

益力の弱い地域での普及には時間的な猶予を与えるほか、地域

の安全、安心のため行政が財政支援を行うなどの施策が行われ

ることを希望します。 

4.委託事業者による音声や

音楽の放送について 

放送がどのように計画され

ているのか、受信端末の普

及がどのように見込まれて

いるのか、音声放送が果た

す公共性と提供主体をどの

ように考えるべきか 

アナログテレビの跡地利用であるＶ－Ｌｏｗマルチメディア

放送は、地域の安心、安全を支える公的な使命を期待されるも

のですが、その期待に応えるためには、広く地域住民に受け入

れられることが重要です。そのためには、長年の努力により地

域住民との間に深い信頼関係を築いてきた既存ラジオ事業者

のノウハウを活用することも有効で、「アナログラジオのサイ

マル放送」を行うことなどは非常に有効な手段の一つであると

考えます。すでに多くの聴取者に支持されている既存のコンテ

ンツが、より聞きやすい環境となり、さらに、これまでアナロ

グ放送では実現できなかった、よりきめ細かな災害情報を付加

することにより、地域の安全、安心にこれまで以上に貢献でき

ることになります。また、アナログラジオのサイマル放送を行



 

 3

うことにより、受信機の買い換え需要も期待できることになり

ます。受信機の普及においては、受信機が簡便で安価なもので

あり、そのような受信機でも十分に多くの番組を視聴できて楽

しめることが必要と考えます。このためには、音声中心のコン

テンツが充実していることが有効であると考えます。音声放送

を充実させることが、他のメディア（Ｖ－Ｈｉｇｈや通信系）

との差別化にもなり、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の普及促

進にもつながるものと考えます。 

5.ソフト（委託放送業務、

番組提供事業）参入の多様

性について 

地域メディアの担い手とし

ての地元資本や、新しいア

プリケーション提供の担い

手となる事業者が委託放送

事業や番組供給行業者とし

て参画できるようにする工

夫について 

地域社会の安全、安心のためにも音声放送が重要であることは

既に明らかなことと考えますが、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放

送が音声放送の重要な機能を果たすためには、簡単に受信でき

ることが必須で、高価な受信機や、複雑な加入手続きを必要と

しないシンプルな無料の音声放送が充実していることが非常

に重要であると考えます。そのためには、「音声優先セグメン

ト」の導入や、「アナログサイマル」を認めることも有効であ

り、また、委託放送事業者の認定においても、音声放送に必要

な最小限の帯域ごとに認定することにより、参入の多様性を実

現し視聴者の受信機会が増えることになると考えます。また、

運用セグメントも１セグメント単位を基本とすることが、安価

な受信機の普及に有効であると考えます。これらの施策によ

り、他のメディア（Ｖ－Ｈｉｇｈや通信系）との差別化を図る

ことがＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送の普及促進にもつなが

るものと考えます。 

6.委託放送業務展開のため

の共通事業基盤について 

受託放送事業者がいわゆる

プラットフォームを含む事

業基盤としての機能を委託

放送事業者に提供すること

の是非とその提供機能につ

いて 

委託放送事業者の認定単位を１セグメント以上とする場合は、

受託放送事業者がプラットフォーム機能を持つ必要性は低い

と思われますが、認定単位が１セグメントに満たない場合は、

ＥＰＧ機能やベースバンド接続機能等の必要最小限の機能を

受託放送事業者が提供することは、参入の容易さのために有効

な面もあると思われます。ただし、これらの機能の利用につい

て、委託放送事業者の選択の幅を狭めることのないよう、また、

受託放送事業者が過大な設備投資を強いられることのないよ

う、配慮する必要があると考えます。 

7.委託放送事業者による災

害情報の提供について 

必要な災害情報が多くの国

民に届くための方策と、そ

れを実現する事業展開の具

体的計画や可能性、安心安

全な社会システムの一部と

なり得る端末の開発普及の

可能性等について 

音声で伝える災害情報は、各放送単位で実現すべきもので、既

存の放送事業者においては、既にノウハウが確立しているもの

でもあります。一方、データとして送られる災害情報は、送信

側と受信側が一体となって運用されるものであるため、放送単

位よりも、セグメント単位や全セグメント単位で運用すること

が効率的であると考えます。また、提供する情報については、

地域の全放送事業者や自治体が協力して効率的に情報収集、配

信することが経済的かつ充実した情報提供につながるものと

考えます。また、端末の普及についても、自治体が参画して、

安価な受信機の開発や配布を行うことも有効と考えます。 
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8.新聞の電子版等の配信に

対する放送規律と配信機会

の公平について 

使用する帯域を一定の範囲内とすることを前提に、放送波の一

部を通信利用できるよう制度整備を行い、放送規律にしばられ

ないデータ配信が可能になることを希望します。 

9.NHK の受託放送/委託放送

への参入 

これまで、我が国において放送の普及、発展を先導してきたの

はＮＨＫです。Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の普及、発展に

とって、ＮＨＫが参入することは極めて重要であり、またＮＨ

Ｋが実施する基幹放送であるアナログ音声放送を、デジタル社

会にふさわしい形で実施することは、国民の安全、安心のため

にも必要なことであると考えます。 

10.受託事業者の選定手続

き (周波数オークション)

について 

国民の安全、安心を守る基幹放送であるＶ－Ｌｏｗマルチメデ

ィア放送が、その公的使命を果たすことを考えた場合、経済面

が優先するオークション制度は、なじまないものと考えます。

11.その他 「ラジオ研究会報告」においても、音声放送の有用性は高く評

価されているところですが、一方で、同じく「ラジオ研究会報

告」でも指摘されている通り、近年の都市部での受信環境の悪

化、送信設備等の維持管理の難しさは、既存ラジオ局の経営に

大きな障害となりつつあります。また、受信環境の悪化は、都

市部の建造物の構造等の問題だけではなく、生活環境に多くの

電子機器が持ち込まれることによるノイズの増加にも原因が

あります。このため、ラジオ放送も現在の社会環境に適合しや

すいデジタル放送とすることが望ましいと考えます。このた

め、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送においては、既存のアナロ

グラジオ放送をデジタルに移行するという観点を含んだ制度

整備がなされるよう希望します。具体的には、 

１ 既存のラジオ局がサイマル放送を行うための帯域の優先

的な割り当て。 

２ 既存のラジオ局がＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送に参画

が可能となるような「ラジオのマス排緩和」。 

３ 電波利用料において既存ラジオ並みの特性係数の適用。 

等です。 
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   (別添様式)  

 

該当箇所 意 見 

１.放送対象地域 

   放送対象地域を原則として県域とす

ること(東名阪の三大広域圏は、ブロ

ックのみ)への意見 

 

①当社のような多くの中波会社の設立目的は、「地域密着」「地

域の活性化」「きめの細かい災害報道」の県民(国民)への情

報提供であり、現在でも最も力点を置いている。ですから

放送対象地域が「県域単位」となったことに対しては、基

本的に評価したい。 

②また、V-Low マルチメディア放送の性格は、「地域情報」「災

害情報」の地域住民への提供であり、当社の目的と一致す

る点である。 

③しかし当社の場合、東京広域圏に含まれており「関東ブロ

ック全域」が、放送対象地域となっている。すなわち、キ

ー局と同様に広域地域となった場合には、キー局との経営

規模の差が大きく、例えば放送対象地域が 7 倍に増えても

広告収入が 7 倍に増えず、ますます経営が悪化することが

考えられる。広域圏における経営主体の枠組みが判然とし

ない状況ではあるが、地域における「これまでの県民への

信頼度」などを考慮していただき、地域放送としての自立

的経営が可能となるよう広域圏とは別の周波数帯の手当に

ついても検討していただきたい。また、これらと合わせ県

域内の「地元自治体」や「地域住民」の意向なども十分に

酌み上げていただきたい。 

 

 

2.放送対象地域の受託事業者を一とす

ること 

 放送対象地域内において(複数でな

く)「一つの受託業者に免許を付与」す

ることへの意見 

①基幹放送とされる V-Low マルチメディア放送の事業採算性

や効率的な連結送信というデジタル技術の観点から基本的

には一とすることに賛成と考える。 

②複数の受託事業者を認めると利用可能領域を狭めることと

なり「事業機会の縮小」や「採算性の低下」が考えられる。

③但し、V-Low マルチメディア放送の性格は、「地域情報」「災

害情報」の地域住民への提供であり、公共性の強いもので

あるので、送信業務の最終出口を 1 社が独占事業化するこ

とにも問題がある。そのために長期安定したハード事業の

提供、委託放送事業者に対する参入条件の公平性の確保、

聴取者に対する公共的な基幹放送サービスの安定的な確保

などの出来る組織(ＮＨＫ)の参入が必然と考える。 
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3.受託国内放送の全国展開 

 ハード整備の主体としての受託業者

を全国一者とすべきか(案の 1)、それと

もブロック/県域ごと一者の参入を募

り、全国的には複数の受託事業者が併存

することがあり得るようにすべきか(案

の 2)。 

①受託事業者は全国 1 者とする考え方が妥当と考える。 

②V-Low マルチメディア放送の性格は、「地域情報」「災害情

報」の地域住民への提供であり、公共性の強いものである。

③地域ごとの受託業者とした場合、送信料の考え方や付加サ

ービスの能力など地域間格差が、送信内容の格差となる恐

れがある。特に委託放送事業者に対する参入条件の公平性

の確保、聴取者に対する公共的な基幹放送サービスの安定

的な確保などの阻害要因となる可能性も考えられる。 

④地域ごとの受託事業者とした場合、その収益力の違いから

整備の進展度合いに地域間格差が生じる恐れがあると考え

る。 

 

4.委託事業者による音声や音楽の放送

(サイマル放送と新規音声放送/端末普

及等) 

①ラジオ研究会報告にある「音声優先セグメント」は、参入

を希望するラジオ社すべてが放送できる帯域を確保すべき

だと考える。特に V-Low 帯域を現行ラジオの移行先として

制度化すべきである。 

②現在のアナログラジオ放送は「『災害情報』『地域情報』を

提供する地域の担い手であり、公共的使命の担い手である」

と自負してる。「音声優先セグメント」こそが、アナログラ

ジオのサイマル放送のスムーズな移行先と考える。 

③V-Low マルチメディア放送の旗手として、アナログラジオの

サイマル放送に代表される既存ラジオ事業者の「『災害情

報』『地域情報』を提供する地域の公的使命の担い手の活用

こそが成功に結び付く確実な手段だと考える。 

④端末普及と音声音楽放送は、特にサイマル放送を実施する

ことにより V-Low 端末が現行ラジオのハイブリッド型と位

置付けられ、買換え需要のけん引役となる可能性が大であ

る。 

 

5.ソフト(委託放送業務,番組提供事業)

参入の多様性(認定のセグメント単位に

ついて) 

①「音声優先セグメント」は、我々既存ラジオ事業者のサイ

マル放送を中心とした参入と考えている。「音声優先セグメ

ント」で、一つの音声放送チャンネルに必要な帯域ごとの

認定が相応しいと考える。 

②「音声優先セグメント」は、V-Low の性格である｢災害情報｣

｢地域情報｣など、公的使命と合致することから、ブロック

地域で 11～13、県域では 6～7 という限られたセグメント

の中、その帯域は最大限に優先して確保されるべきである。
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6.委託放送業務展開のための共通事業

基盤(プラットフォーム機能の考え方と

プラットフォームを受託《ハード》事業

者が提供することの是非やその機能の

内容) 

①「音声優先セグメント」でのアナログサイマル放送を中心

とした音声放送を考えれば、ＥＰＧサービス、ベースバン

ド接続サービス、地域サービスなどを効率的に一括して運

用する組織としての必要最低限のプラットフォームは、場

合によっては必要と考える。 

②但し、その組織の規模、あり方などは今後の検討課題と考

える。 

 

 

7.委託放送事業者による災害情報の提

供 

 必要な災害情報が多くの国民に届く

ための方策と、実現する事業展開の計

画、安心安全な社会システムの一部とな

りえる端末の開発普及の可能性など 

 

①民放ラジオ事業者として、V-Low 帯音声優先セグメントでの

サイマル放送では、地域向けの災害情報の提供を、これま

で通り実施する。特に地域に密着してきた既存ラジオ事業

者が蓄積してきたノウハウが、V-Low でのサイマル放送にも

十二分に生かされるものと考える。特に重要なのが、これ

までの「ラジオ放送なら安心し信頼できる」と「普段から

伝えている声による安心感」など「Ｗ安心は、Ｗ信頼につ

ながる」ことであり永年、地域に密着し、歴史を刻んでき

たから出来る技であると考える。 

②「音声優先セグメント」から発せられる災害情報を、一人

でも多くの視聴者に届けるためにも 1 セグメント方式の簡

易安価で、安心安全な受信機を地元自治体と協力して開発

し、配布することが最も有効な手段と考える。 

③市町村レベルでの詳細発信情報を 1 社独自で実施するには

限界がある。普段から地域放送媒体との調整、訓練なども

必要と考える。 

④現在、栃木県とは災害時における報道体制を、県内市町と

は火災速報を主とした連絡体制を整備している。今後は、

栃木県や市町、県警、市町消防との協力体制を、さらに拡

大し、県経済同友会や諸団体など民間組織や企業も含めた

「栃木県内非常時連絡協力体制網」の構築を検討する。 

 

 

8.新聞の電子版等の配信に対する放送

規律と配信機会の公平 

①V-Low マルチメディア放送は、放送サービスを基本としてい

るものと考える。放送電波を使っての電子新聞の配信につ

いては、「V-Low マルチメディア放送は限られた帯域である

こと」や｢新聞の定義の明確化」、｢公平さ｣などを配慮し、

今後検討を進めるべきと考える。 
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9.NHK の受託放送/委託放送への参入 ①地上放送やＢＳ放送の普及、発展を先導してきたＮＨＫの

受託国内放送及び委託放送業務への参入は、新しいメディ

アである V-Low マルチメディア放送の実現と普及、発展に

とって極めて重要であると考える。 

②特に全国的なインフラの構築や放送サービスの多様性、さ

まざまな形態の受信機への普及などＮＨＫとの二元体制は

不可欠であると考える。 

 

10.受託事業者の選定手続き(周波数オ

ークション) 

①受託事業者のみならず、V-Low 全体の事業性への影響などの

観点から反対したい。 

②基幹放送である V-Low マルチメディア放送の性格は、「地

域情報」「災害情報」の地域住民への提供であり、公共性

の強いものである。採算のみが優先すると考えられる選定

手続き、すなわち周波数オークション制度は、不適当だと

考える。 

 

11.その他 ①難聴取問題や送信設備更新問題を抱えている我々ＡＭアナ

ログラジオ事業者が、V-Low マルチメディア放送に移行する

実態や可能性などを十分考慮し、制度に反映して欲しい。

②ラジオ事業者が要望している「ラジオのマス排緩和」の 

V-Low 制度への導入を要望したい。 

③V-Low マルチメディア放送の性格は、「地域情報」「災害情

報」の地域住民への提供であり、公共性の強いものである

からして、電波利用料において既存ラジオ波の特性係数が

適用されるべきものと考える。 

④「１セグメント方式」と「3 セグメント方式」については、

総務省の当初の狙いのようにマルチメディア放送、すなわ

ち「これまでのラジオ放送以外に簡易動画や 5.1 サラウン

ド、クーポン配布、楽曲ダウンロードなどが出来る放送」

は、理想的放送であると考える。しかし、ブロック地域で

11～13 セグ、県域では 6～7 セグという限られたセグメント

数の中、1 者で 3 セグメントも独占するのは、物理的に無理

ではないかと考える。せっかく、「7 広域」から「県域」を

打ち出してくれた「ラジオ研究会の考え方」とも逆行する

のではないかと考える。 

⑤当社も当面は、アナログサイマル放送でスタートするもの

の速やかにデータ放送も実施しようと考える。 
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「Ｖ－ＬＯＷマルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し、別紙のとおり意

見を提出いたします。 

 



 

－－ 1

該当箇所 意見 

全体 
 
 
 

地域に根ざした地域密着メディアとして、また地域情報の担い手として、既存ラジオ事

業者のこれまでのノウハウを生かした新しいラジオを実現するにあたり、音声放送を

中心に据えた、もっとも国民に身近で親しみやすいメディアとなるよう、アナログラジオ

のゆるやかな移行計画を視野に入れた、ラジオ事業者の参入しやすい制度設計とな

ることを希望する。 

１．受託国内放送および委託放送業務の放

送対象地域について 
 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の放送対象地域は、原則として県域（三大広域圏のみブ

ロック）と定めることを支持する。 

 

 

２．放送対象地域の受託放送事業者を一と

することについて 
 

事業の採算性や効率的な連結送信というデジタル技術の観点から、受託事業者を１

者とする考え方は妥当であると考える。 

ただし、１事業者となることについては、長期的に安定した受託放送事業の運営が前

提であること、また受託放送事業者が恣意的に委託放送事業者を選別しないよう、公

正、公平な運用がなされるような制度とすべきと考える。 

 

  

３．受託国内放送の全国展開について 
 

三大広域圏など大都市部以外の地域にもできるだけ速やかにインフラを整備する観

点から、受託放送事業者は全国１者とすることは妥当であると考える。 

ただし、送信設備のコストやマーケットサイズの点から、過大な負担が予想される地域

もあり、全国展開を実現させるためには、国の支援とともに、全国的な環境整備のた

めの官民一体となった取り組み、工夫が必要である。 

 
 



 

－－ 2

４．委託放送事業者による音声や音楽の放

送について 
 

研究会報告書に示されているアナログラジオのサイマル放送を優先的に扱う 

「音声優先セグメント」を制度の中に設けるべきである。 

また、音声放送の多チャンネル化実現のために、新規チャンネルの受け皿としての 

セグメントも、用意すべきと考える。 

 

本年７月にテレビが国策として完全デジタル化を完了する中で、アナログラジオも 

跡地であるＶＨＦ帯域を使用してのデジタル化を達成することで、はじめて日本の放送

のデジタル化が完了するものと考える。 

民放ラジオ事業者は、60年間にわたり、国民に最も身近で親しみやすい地域情報メデ

ィアの担い手として、災害情報、防災情報の提供や報道機関としての役割など、放送

の社会的責任と公共的使命を果たしてきた実績がある。今後さらに、その実績やノウ

ハウをＶ－Ｌｏｗ帯のマルチメディア放送に活かしていくことが、国民に必要な新しい地

域密着型メディア創出の核になるものと考える。そのためにもサイマル放送等を提供

するための音声優先セグメントの設定は必須であると考える。 

 

アナログラジオのサイマル放送がスタートし、新しいデジタルラジオ用受信機が市場へ

出回ることにより、既存ラジオリスナーの受信機買い替え需要を掘り起こし、更には新

規の音声放送の誕生による多チャンネル化が新規リスナー層開拓に繋がることへの

期待からも、多様性のある音声の多チャンネル化が実現しやすい制度、枠組みとなる

ことを切望する。 
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５．ソフト（委託放送業務、番組提供事業）
参入の多様性について 
 
 
 

限られた帯域を有効利用し、かつ地域への多様性を確保する観点から、複数の委託

事業者への認定を基本とし、認定の単位として、音声優先セグメントについては、１つ

の音声チャンネル単位での認定も可能とする（１セグ以下での認定も視野に入れた）

柔軟な制度が必要と考える。 

また委託事業者の認定にあたっては、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送が、放送目的で使

用する帯域であることからも、放送としてサービスを提供する事業者が優先的に認定

されるべきと考える。 

また端末普及の観点からは、研究会報告書の３－１－４で提言されているように、 

ワンセグとの共用チップ化により、携帯電話や車載型（カーナビ）などへの搭載が大き

く進むことによる相乗り端末の普及が重要と考える。これを実現にするためには、地域

に密着したコンテンツを多く集め、Ｖ－Ｈｉｇｈサービスとのすみ分けを図ることが必要で

ある。地域密着の多様なコンテンツ確保と、ユーザーへの安価な受信機提供の鍵は、

１セグメント単位での多様な放送の実現であると考える。 

６．委託放送業務展開のための共通事業基
盤について 

受託事業者が、委託放送業務事業者が本来持つべき設備を所持、運用することにつ

いては、例えば全委託事業者に共通な多重化設備の設置など、委託事業者間の公平

性が担保されるとともに、委託事業者が設備を構築する上で、柔軟性を損なわないよ

うに配慮すべきと考える。 また受託放送業務を行う事業者の過度の負担とならない

ような配慮も必要と考えるが、一方委託事業者が希望するサービス、内容によって

は、受託事業者が共通事業基盤を設置することによるメリットも考えられることから、

共通事業基盤を受託側に構築する場合には、受託事業者、委託事業者それぞれ十

分な事前の検討を行うとともに、受託、委託それぞれが柔軟に対応できる仕組みとな

ることが望まれる。 
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７．委託放送事業者による災害情報の提供

について 

 
 

民放ラジオ事業者は、これまでも災害情報を迅速に伝え、地域住民の安心安全を守

る責務を果たしており、自主的な取り組みを行えるような制度となるよう希望する。一

方、より詳細な防災情報を入手することが必要な場合においては、ラジオ研究会報告

書の提言にあるような、国・自治体レベルの強力な支援、協力による「公的情報連携Ａ

ＳＰ」は有効な手段であり、災害情報の提供に関しては実態を見据えた上で、選択が

可能な柔軟な仕組みとなることを希望する。 

 
８．新聞の電子版等の配信に対する放送規
律と配信の機会の公平について 
 

原則として放送法によるものと考える。 

 

９．NHKの受託国内放送及び委託放送業
務への参入について 

ＮＨＫに対しては、公共放送としての先導的役割を期待するとともに、新しいメディアの

成立には、民放事業者とＮＨＫの協力体制が不可欠であると考える。 

また、制度整備にあたっては、ＮＨＫの受託国内放送及び委託放送業務への参入に

制約を課さないよう要望する。 

 
 

10．受託放送事業者の選定手続き（周波
数オークションの適否）について 

地域情報・災害情報の提供など高い公共性を求められるＶ－Ｌｏｗ帯は、落札金額の

多寡により参入事業者を決定するような制度は馴染まず、周波数オークション制度の

導入は不適切であり、強く反対する。 

 

11．その他 

 

◆ アナログラジオ放送の方向性に関する明確化 

テレビが、国策として完全デジタル化を完了しようとしていることに対し、アナログラ

ジオは、２０１１年以降も存続となっており、このままではマルチメディア放送とアナ

ログラジオをいつまでも平行運用しなければならないことになり、経営的にも非常に

厳しい状況となる。行政として、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送は“緩やかなラジオの
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移行先”としてとらえ、今後制度整備を行う上で、アナログラジオ放送の将来を明確

化した上での制度化を行うことを要望する。 

 

◆ マスメディア集中排除原則の緩和要望 

既存民放ラジオ事業者がＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送に参入するにあたっては、

“音声優先セグメント”の設定が必須であり、音声放送の多チャンネル化実現、 

多様性確保の観点からも、１事業者による複数チャンネル運用が可能となるよう 

マスメディア集中排除原則の緩和を要望する。 

 

◆ インフラの整備及び受信機の普及 

国民･聴取者の安心安全のための防災情報の提供など、公共性を重視した新しい

メディアの端末を短期間で広く普及させ、速やかにインフラ整備を全国に広げるた

めには、放送事業者の努力とともに、国や自治体等の協力、支援が不可欠である。 

 

◆ 電波利用料について 

Ｖ－Ｌｏｗ帯の電波利用料については、先の「電波利用料の見直しに係る料額算定

の具体化方針（案）」に対する意見募集でも述べたとおり、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア

放送が、公共性が高い基幹放送と位置づけられていることからも、現行アナログ放

送と同様の軽減措置が適用されるべきと考える。 

 

  

                                                                            以上 
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該当箇所 意見 

全体 アナログラジオのゆるやかな移行計画を視野に入れた、ラジオ事業者の参入しやすい
制度設計となることを希望する。 

１．受託国内放送および委託放送業務の放
送対象地域について 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の放送対象地域は、原則として県域（三大広域圏のみブ
ロック）と定めることを支持する。 

２．放送対象地域の受託放送事業者を一と
することについて 

事業の採算性や効率的な連結送信というデジタル技術の観点から、受託事業者を１
者とする考え方は妥当であると考える。 

３．受託国内放送の全国展開について 
 

三大広域圏など大都市部以外の地域にもできるだけ速やかにインフラを整備する観
点から、受託放送事業者は全国１者とすることは妥当であると考える。 

４．委託放送事業者による音声や音楽の放
送について 

研究会報告書に示されているアナログラジオのサイマル放送を優先的に扱う 
「音声優先セグメント」を制度の中に設けるべきである。 

５．ソフト（委託放送業務、番組提供事業）
参入の多様性について 

限られた帯域を有効利用し、かつ地域への多様性を確保する観点からも、複数者の
委託事業者への認定を基本とし、認定の単位として、音声優先セグメントは１つの音
声チャンネル単位での認定も可能とする柔軟な制度が必要と考える。 

６．委託放送業務展開のための共通事業基
盤について 

受託事業者が、委託放送業務事業者が本来持つべき設備を所持、運用することにつ
いては、委託事業者間の公平性が担保されるとともに、委託事業者が設備を構築す
る上で、柔軟性を損なわないように配慮すべきと考える。  

７．委託放送事業者による災害情報の提供
について 

民放ラジオ事業者は、これまでも災害情報を迅速に伝え、地域住民の安心安全を守
る責務を果たしており、自主的な取り組みを行えるような制度となるよう希望する。 
一方、より詳細な防災情報を入手することが必要な場合においては、ラジオ研究会報
告書の提言にあるような、「公的情報連携ＡＳＰ」は有効な手段であると考える。 

８．新聞の電子版等の配信に対する放送規
律と配信の機会の公平について 

原則として放送法によるものと考える。 

９．NHKの受託国内放送及び委託放送業
務への参入について 

ＮＨＫに対しては、公共放送としての先導的役割を期待するとともに、新しいメディアの
成立には、民放事業者とＮＨＫの協力体制が不可欠であると考える。 

10．受託放送事業者の選定手続き（周波
数オークションの適否）について 

地域情報・災害情報の提供など高い公共性を求められるＶ－Ｌｏｗ帯は、落札金額の
多寡により参入事業者を決定するような制度は馴染まず、周波数オークション制度の
導入は不適切であり、強く反対する。 

11．その他 

 

◆ アナログラジオ放送の方向性に関する明確化 
今後制度整備を行う上で、アナログラジオ放送の将来を明確化した上での制度化を
行うことを要望する。 
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◆ マスメディア集中排除原則の緩和要望 

１事業者による複数チャンネル運用が可能となるようマスメディア集中排除原則の
緩和を要望する。 

◆ インフラの整備及び受信機の普及 

公共性を重視した新しいメディアの端末を短期間で広く普及させ、速やかにインフラ
整備を全国に広げるためには、国や自治体等の協力、支援が不可欠である。 

◆ 電波利用料について 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送が、公共性が高い基幹放送と位置づけられていること
からも、現行アナログ放送と同様の軽減措置が適用されるべきと考える。 

 

  

 



 

 

 

意 見 書 

 

平成 23年 2月 1日 

 

総務省情報流通行政局  

放送政策課御中 

 

郵便番号  100-8439 

（ふりがな） とうきょうとちよだくゆうらくちょう 

住所    東京都千代田区有楽町一丁目９番３号 

（ふりがな） かぶしきがいしゃにっぽんほうそう 

氏名（注１）株式会社ニッポン放送 

むらやま そうたろう 

取締役社長     村山  創太郎 

 

 

 

 

「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し、別紙

のとおり意見を提出します。 
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注２ 用紙の大きさは、日本工業規格Ａ列４番とすること。別紙にはページ番号を記

載すること。
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該当箇所 意見 

１．受託国内放送及び委託放送業務の放送対象地域について 

（４）地域メディアとしての公共の利益を実現するものとなる

よう、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の放送対象地域を原則と

して県域（三大広域圏のみブロック）と定める 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の放送対象地域を原則として県域（三大広域圏のみブロッ

ク）と定めることに賛同する。 

放送対象地域を原則として県域（三大広域圏のみブロック）とすることで、委託放送事業者

はより地域に密着したコンテンツの提供が可能となる。このことにより、利用者の利便性が

一層向上するだけでなく、現在、強く求められている「地域再生」「地域活性化」を推進す

るための有効な手段になるものと考える。 

なお、広域圏内の一部県域局についても、他の県域局と同様、地域情報の発信者としての役

割を今後も担った上で存続することが可能となる様、制度上の配慮が必要と考える。 

２．放送対象地域の受託放送事業者を一とすることについて 

（３）放送対象地域内において一の受託放送事業者に免許を付

与する 

放送対象地域内において一の受託放送事業者に免許を付与することに賛同する。 

限られた周波数帯域のより有効な活用のため、および放送設備整備に係る費用負担を高効率

化するためにも放送対象地域内における受託放送事業者は一とするべきと考える。 

ただし、受託放送事業者を一とするに当たっては、十分な事業継続性の確保および委託放送

事業者に提供されるサービス・設備条件の公平性の担保が必須であると考える。 

さらに、委託放送事業者に課せられる設備使用料については、実際の使用実態に即した適正

な料額となる様、一定の規制等が加えられるべきと考える。 

３．受託国内放送の全国展開について 

（４）Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送のハード整備主体として

の受託放送事業者を全国で１者とするべきか、ブロック／県域

ごとに１者の参入を募り全国的には複数の受託放送事業者が

併存することがあり得るようにすべきか 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送のハード整備主体としての受託放送事業者を全国で１者と

するべきと考える。 

複数の受託放送事業者により全国展開を行った場合、その経営状況の如何によって、将来的

に災害情報提供等を含む公共的機能において事業者間格差が生じてしまう可能性が高い。こ

のような事態を回避するためにも、全都道府県での確実な事業展開を基本的な参入条件とし

て一の受託放送事業者による全国展開を図る事が妥当と考える。 
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一方で、全都道府県での確実な事業展開を参入条件とし高度な公共性を求めるに当たって

は、国の支援を含む公的資金の導入も併せて検討されるべきと考える。 

４．委託放送事業者による音声や音楽の放送について 

（２）このような放送がどのように計画されているのか 

既存のＡＭやＦＭのアナログラジオの放送番組のサイマル放送やその他のストリーミング

放送による音声・音楽放送は、利用者が最もイメージしやすいサービスという意味で、Ｖ－

Ｌｏｗマルチメディア放送開始当初のサービスそのものの認知拡大および受信端末普及の

ための大きな切り札になるものと考える。 

このうち特にサイマル放送については、「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会

報告書」にも在るように、専用帯域（『音声優先セグメント』）を他に優先して確保すべきと

考える。 

サイマル放送は、音声コンテンツとしての品質確保が十二分に見込めるとともに、これを実

施することによって、アナログラジオの放送番組を通じて受信端末普及を図ることが可能に

なるばかりでなく、サイマル放送を行う際にデータ放送を用いた通信連携サービス等を取り

入れることにより、従来と同一の音声コンテンツが広告媒体としての新しい価値を生み出す

ことも期待される。 

また、ストリーミング放送による新規音声・音楽放送は、専門性を持った多チャンネルサー

ビスを実施することで利用者の多様なニーズに対応することが可能となり、受信端末の普及

に貢献するものと考える。 

４．委託放送事業者による音声や音楽の放送について 

（２）受信端末普及がどのように見込まれているのか 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の利用者にとって、最もイメージしやすく最も簡便に享受で

きるサービスの一つが音声放送であると考える。 

加えて、既存のＡＭやＦＭのアナログラジオの放送番組のサイマル放送およびストリーミン

グ放送による専門性を持った多チャンネル新規音声・音楽放送が、現在の『ワンセグ』放送

受信機と端末ハード的に同等の端末で受信可能であることから、「音声放送も含めた多様な
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１セグメントサービス」を受信する廉価な端末の登場が十分に期待でき、その結果として受

信端末普及が促進され広く国民に親しまれるメディアに成長していくものと考える。 

４．委託放送事業者による音声や音楽の放送について 

（２）音声放送が果たす公共性と提供主体をどのように考える

べきか 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送における音声放送サービスには、災害情報提供等を含めて、

現在行われているアナログラジオ放送サービスと同等もしくはそれ以上の公共性が求めら

れるものと考える。 

したがって、音声放送の提供主体には、現行アナログラジオ放送事業者が中心的役割を果た

すべきと考える。 

５．ソフト（委託放送業務、番組提供事業）参入の多様性につ

いて 

（４）設備投資の効率性やアプリケーションの柔軟性にかんが

みて、委託放送事業者への帯域の割り当ての単位を、ある程度

まとまった数のセグメントとしながらも、地域メディアの担い

手となる事業者が委託放送事業者や番組供給業者として参画

できるようにする工夫 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送における帯域の割り当ては、受信機普及の観点から、1セグ

メント単位を基本とするべきである。 

1 セグメント単位で提供される音声放送を中心としたサービスは、現在の『ワンセグ』放送

受信機と端末ハード的に同等の端末で受信可能であることから、廉価な受信端末の登場が十

分に期待でき、その結果として受信端末普及が促進されるものと考える。 

なお、この端末で受信可能である範囲において、地域メディアの担い手となる事業者が委託

放送事業者として参画できるようにするために 1 セグメント以下の割り当ても可能とすべ

きで、かつ、複数の 1セグメントを一の委託放送事業者に割り当てることも可能とすべきと

考える。 

６．委託放送業務展開のための共通事業基盤について 

（４）受託放送事業者がいわゆるプラットフォームを含む事業

基盤としての機能を委託放送事業者に提供することの是非と

その提供機能について 

委託放送事業者が必要とするプラットフォーム機能は、そのサービスモデルによって異なる

ため、すべてを網羅する機能を受託放送事業者の提供とすることは適当ではない。 

委託放送事業者が共通に必要とするであろうプラットフォーム機能を受託放送事業者が提

供することは可とするが、その提供においては、受託放送事業者および委託放送事業者に対

し中立性が確保されるべきである。 

７．委託放送事業者による災害情報の提供について 災害情報を一人でも多くの国民に届くようにするためには、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送
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（４）Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送によって必要な災害情報

が一人でも多くの国民に届くようにするための方策と、それを

実現する事業展開の具体的計画や可能性 

で提供されるであろうサービスの中で最も早く、かつ広く普及すると考えられる「サイマル

放送を含む 1セグメント音声放送サービス」を用いるのが、有効な方策であると考える。 

特にサイマル放送においては、ラジオ事業者がこれまで蓄積してきた災害情報提供のノウハ

ウを十二分に活用し最も適切に災害対応することが可能であり、さらに通常音声＋αの災害

情報として緊急地震速報およびＥＷＳの提供、およびデータ放送を用いた地域ごとの災害文

字情報の提供も、受信機の基本機能程度の範囲内で可能と考える。 

また、委託放送事業者の独自収集情報の提供に加え、より詳細で正確な情報を効率良く提供

するためには、「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会報告書」で述べられてい

る『公的情報連携 ASP』の様な組織により一元管理された情報の利用が可能となることが望

ましいと考える。 

７．委託放送事業者による災害情報の提供について 

（４）安全安心な社会システムの一部となり得る端末の開発普

及の可能性等について 

災害情報の内、音声放送によるものは、特に災害発生地域内の利用者にとって、聴覚のみで

認識できる情報として欠かすことができないものである。 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送で提供されるサービスを 1セグメント音声放送（＋データ放

送）中心とすることで、省電力かつ簡便で廉価な受信端末の開発が可能となる。 

委託放送事業者がそれら受信端末に向け多彩な音声放送サービスを提供することで普及が

促進され、さらに、国、地方自治体等の関係機関と協力し普及を図ることで、このような受

信端末が唯一、安心安全な社会システムの一部になり得るものと考える。 

８．新聞電子版等の配信に対する放送規律と配信機会の公平に

ついて 

（３）Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送がその放送番組の一部に

新聞、雑誌等の電子版を含む場合の放送規律をどのようにすべ

きか 
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８．新聞電子版等の配信に対する放送規律と配信機会の公平に

ついて 

（６）新聞社に代表される地域メディアの参入機会を公平にす

るための工夫 

 

９．ＮＨＫの受託国内放送及び委託放送業務への参入について

（３）ＮＨＫが本放送の受託国内放送と委託放送業務に参入す

ることについて 

ＮＨＫはこれまで、地上放送やＢＳ放送の普及・発展を先導してきた実績があり、Ｖ－Ｌｏ

ｗマルチメディア放送においても、公共放送としての｢先導的役割｣が強く期待されるところ

であることから、受託放送事業、委託放送事業の両事業への参入は不可欠である。 

１０．受託放送事業者の選定手続（周波数オークションの適否）

について 

（３）本放送の受託放送事業者の選定手続として、周波数オー

クションによることの適否について 

本放送の受託放送事業者の選定手続として、周波数オークションによることは適当でないと

考える。 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送は、災害情報提供等を含めて、現在行われているアナログラ

ジオ放送サービスと同等もしくはそれ以上の公共性が求められるものと考える。 

受託放送事業者の選定にあたっては、その公共的役割を担えるか否かが最優先に審査される

べきであり、入札金額の大小が優先される周波数オークションによる事業者選定は本放送に

はそぐわない。 

１１．その他 ・既存音声放送に対する中長期的展望を踏まえた上での制度整備を望む。 

「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研究会報告書」において、「新デジタルラジオ

は、アナログ停波を前提とするアナログテレビから地上デジタルテレビへの移行とは大きく

性格が違う。」と述べている。 

しかしながら、既存ラジオ事業者にとってＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送への取り組みは、

今後のアナログラジオの在り方と切っても切り離せないテーマである。 

特にＡＭラジオ事業者は、都市部における難聴取問題や大きな費用負担が必要とされる送信

設備更新問題を抱えており、ＡＭラジオ放送という国民にとって、地域にとって、かけがえ
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のないメディアを将来に渡り安定して維持していくためには、現行ラジオ放送事業の経営基

盤強化のための「マスメディア集中排除原則の緩和に関する要望(2011.1.20 (社)日本民間

放送連盟より提出)」に沿った制度整備を踏まえ、それぞれの事業者が、次世代の音声放送

メディアの中核を担うであろうＶ－Ｌｏｗマルチメディア放送の実施、普及に取り組んでい

ける環境を整えることが必要であると考える。 

 

・Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送に係る電波利用料の軽減措置を望む。 

Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送は、災害情報提供等を含めて、現在行われているテレビ・ラ

ジオ放送サービスと同等もしくはそれ以上の公共性が求められるものと理解する。 

ついてはその公共性に鑑み、電波利用料算出にあたり現行テレビ・ラジオ放送と同等の特性

係数が適用されるべきと考える。 

また、Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送は、受信機普及ゼロからスタートする全くの新規放送

メディアであるため、ある程度の受信機普及が見込まれるまでの当初期間、電波利用料のさ

らなる軽減措置が適用されることを要望する。 
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代表取締役社長 新井修一郎 
              

  

 

 

 「Ｖ－Ｌｏｗマルチメディア放送の制度枠組みについての意見公募」に関し、

別紙のとおり意見を提出します。 



別紙 

該当箇所 意見 

1. 放送対象地域 

 

放送対象地域を原則として

県域（東名阪の都市圏のみブロ

ック）とすること 

Ｖ－Ｌｏｗの特性（地域メディアであり、地域情報や、

こまやかな災害情報を伝えていくこと）を実現する観点か

ら、この考えに賛成します。 

 

2. 放送対象地域の受託事業

者を一とすること 

 

放送対象地域内において（複

数でなく）一の事業者に免許を

付与すること。 

 この考えに賛成します。 

 同一地域に複数の受託事業者が送信設備を準備すると

総合的なコストが増大することとなり、事業採算性の観点

で好ましくありません。また、複数セグメントを連結する

ことで、電波の送信が効率的になり、ひいては周波数の有

効利用にも繋がるものと考えます。 

 

3. 受託国内放送の全国展開 

 

ハード整備の主体としての受

託事業者を全国一者とすべき

か、ブロック／県域ごとに一者

の参入を募り全国的には複数

の受託放送事業者が併存する

ことが有り得るようにすべき

か 

 受託事業者を全国で一者とすることが妥当と考えます。

 ブロック、県域ごとにハード整備の困難さ、および受託

放送事業の採算性に差があるため、Ｖ－Ｌｏｗの全国への

普及発展のためには全国同一の事業基盤のもと、すべての

地域に計画的に設備整備を行うことが必要です。 

受託事業者を全国で一者とすることでこれが実現でき

るものと考えます。 

4. 委託放送事業者による音

声や音楽の放送 

 

音声放送が果たす公共性と

提供主体について 

 

 

 

 

ラジオ研究会報告書に示された「音声優先セグメント」

を設置することが必要と考えます。 

  

現行ラジオは地域情報・災害情報の提供など公共性の高

いメディアであるものの、他局との混信、都市雑音の影響

等により受信環境は悪化しています。Ｖ－Ｌｏｗ帯での音

声放送は、将来的に現行ラジオのアナログからデジタルメ

ディアへの移行先となる可能性を想定しておくべきです。

なお、Ｖ－Ｈｉｇｈなどの新規メディアとの棲み分けと

いう面から、Ｖ－Ｌｏｗは音声（ラジオ）メディアが基本

となるものと認識しています。 

 

 



5. ソフト（委託放送業務、番

組提供事業）参入の多様性 

 

委託事業者への帯域の割り当

ての単位をある程度まとまっ

た数のセグメントとしながら

も、地域メディアの担い手とし

ての地元資本や、新しいアプリ

ケーション提供の担い手とな

る事業者が参画できるように

する工夫について 

 Ｖ－Ｌｏｗで使用できる想定セグメント数は、県域では

６または７になることを考えると、なるべく小さいセグメ

ント（１セグメントあるいはそれ以下の単位）で委託事業

者に割り当てなければ、地元資本や、ベンチャー系企業等

の参入が困難になります。 

まとまった帯域のほうがファイルキャスティングなど

に有利なことは当然ですが、通信トラフィックに大きな影

響を与えない範囲ならば、本来通信に向いているサービス

を放送波で行う必要はなく、このあたりの根本的な検証も

必要ではないかと考えます。 

 

6. 委託放送業務展開のため

の共通事業基盤 

 

委託放送事業者が共通して利

用する製作や認証・課金等に係

る設備の保有や運用を含む事

業基盤としての機能を受託放

送事業者が提供することの是

非やその機能の内容 

 委託事業者が必要とするプラットホーム機能は、本来委

託事業者が設備すべきものです。 

共通部分を受託事業者側に設備することで業務効率が

良くなることは当然ですが、それらはすべての委託事業者

に必要な必要最小限の機能に限るべきであり、委託事業者

により要・不要が分かれる機能については、原則委託側で

設備することが適当であると考えます。 

7. 委託放送事業者による災

害情報の提供 

 

必要な災害情報が多数の国

民に届くための方策とそれを

実現する事業展開の計画、安心

安全な社会システムの一部と

なりえる端末の開発普及の可

能性 

 

 

 現行ラジオ放送ではすでに音声による災害情報放送を

行っており、これをそのまま放送する「音声優先セグメン

トにおけるラジオサイマル放送」が、災害情報提供の最も

安価で確実な方法です。したがって、安価な音声受信機を

開発、普及（たとえば自治体による一般家庭へ配布）させ

ることが安心・安全な社会システムづくりに最も寄与する

方策と考えます。 

また、現行ラジオよりも詳細な災害情報放送を行うため

には、１社だけでなく、複数の委託事業者が共同でシステ

ム作りを検討することが効率的であると考えます。 

8. 新聞の電子版等の配信に

対する放送規律と配信機

会の公平 

 

 

 「新聞電子版等」を放送する場合においても、放送法の

規律が適用されるべきと考えます。またその際、「新聞電

子版等」の定義を明確しておく必要があります。 



10.ＮＨＫの受託国内放送及び

委託国内放送業務への参入 

  

ＮＨＫが委託放送業務と受託

放送業務に参入することの適

否 

 

 ＮＨＫが持つコンテンツ、設備、技術的ノウハウ等は、

Ｖ－Ｌｏｗ事業の発展に不可欠なものと考えており、ＮＨ

Ｋの参入を強く期待しています。 

Ｖ－Ｌｏｗは公共性の強いメディアであり、ＮＨＫが参

入すれば、期待される役割を十分に果たしていただけるも

のと思います。 

10.受託事業者の選定手続き

（周波数オークションの適否） 

 

 受託事業者の選定手続とし

て周波数オークションによる

ことの適否 

 周波数オークション制度の導入は不適当であり、強く反

対します。 

Ｖ－Ｌｏｗの公共性（災害情報、地域情報 など）の強

さと、採算性が優先される周波数オークション制度は馴染

まないものであると考えます。 

 

11.その他 

 

 1.～10.以外に制度枠組みに

関し留意すべき事項 

現行ラジオ事業者が、Ｖ－Ｌｏｗに参入するにあたり、

ラジオ事業者が要望している「ラジオのマス排緩和」をＶ

－Ｌｏｗにも導入されることが必須と考えます。 

 

 



「V-Lowマルチメディア放送の制度枠組み」についての意見書 

 

平成２３年２月１日 

 

郵便番号：105-8002 

（ふりがな）みなとくはままつちょう 

住所：東京都港区浜松町１－３１ 

（ふりがな）ぶんかほうそう 

氏名：株式会社文化放送 

 代表取締役社長 三木 明博 

 

 

該当箇所 意見 

全体 

V-Loｗマルチメディア放送は、改正放送法で「基幹放送」と

位置づけられ、「ラジオと地域情報メディアの今後に関する研

究会」では「公共性」「地域性」の高いサービスを実現すべきと

の方向性が示されている。 
また参入希望調査の調査表に、「リアルタイム型放送」「蓄積

型放送」「映像」「音響」「有料放送」「無料放送」とあるように

V-Low 帯はマルチな放送サービスが可能な帯域である。 
「基幹放送」であり、「公共性」「地域性」が高く、マルチな放

送サービスがもとめられる帯域が V-Low 帯ということになる。 
一方、近年の通信のブロードバンド化、高速化は著しく、最

大 100Mbpsの 3.9G携帯電話や最大 330MbpsのWiMAX2
対応携帯端末を使った高速データ通信サービスなど、日進月

歩でその速度は増している。 
また V-High 帯においては、広帯域を使った有料の蓄積型

ファイルキャスティングを中心としたサービスが予定されてい

る。 
こうした V-Low 帯の周辺にマルチメディア的なサービスを展

開する帯域が存在する状況を考慮すれば、有料の蓄積型ファ

イルキャスティングなどのマルチメディア的サービスは、高速デ

ータ通信、V-High帯にできるだけゆだね、V-Low帯は、「基幹

放送」にふさわしい「公共性」「地域性」の高い放送サービスに

優先的に使われるべきであると考える。 

1.受託国内放送及び委託放送業

務の放送対象地域について 

リスナーの聴取環境に配慮し、かつ地域情報メディアとして

の V-Low マルチメディア放送の役割を考慮し、放送対象地域

を原則県域（三大都市圏はブロック）とすることは賛同できる。 

2.放送対象地域の受託放送事業

者を一とすることについて 

帯域の有効活用、また事業性、採算性等の観点から、

V-Low マルチメディア放送の受託放送事業者は、放送対象地

域で一とすることが望ましい。 

3.受託国内放送の全国展開につ

いて 

ハード設備の整備を地域ごとにゆだねた場合、その収益

力の違いから整備の進展度合いに地域差が生じてしまう

ことが予想される。全国一社の受託放送事業者とすること

により、地域の平準化が期待されることから、受託放送事



業者は全国一社が望ましい。 
ただし、受託放送事業者が委託放送事業者に求める設備

使用料については、適正な額となるよう認可制とするなど

の規制が必要と考える。 

4.委託放送事業者による音声や

音楽の放送について 

既存ラジオ事業者が長年にわたり地域性、公共性のある

音声放送によって培った地域住民との信頼関係、果たして

きた地域貢献は普遍的なものであり、放送がアナログから

デジタルになろうと変質させてはならない。自局および局

間を超えた既存ラジオ事業者の防災、災害情報への取り組

みも同様である。 
また端末普及の観点からも、難聴取が解消され、よりク

リアな音で慣れ親しんだ番組が聴取できることが認知さ

れれば、買い替えをするリスナーは多く、ラジオに対する

ロイアリティの高いリスナーが端末普及の牽引役になる

可能性は高い。 
当然のことながら、既存ラジオ事業者は自社媒体や自社

イベントなどで対応端末の購入を広くプロモートするこ

ともできる。 
こうした点からも V-Low マルチメディア放送でのサイマ

ル放送は不可欠であり、既存ラジオ事業者に優先的に帯域

が割当てられる“音声優先セグメント”の設定は必須であ

ると考える。 
一方、既存ラジオ事業者がサイマル放送を行わない地域

の住民にとっては、アナログ放送が継続されるとはいえ、

V-Low 帯でのサイマル放送が実施される地域の住民と比

較すれば、享受できるサービスに差がでてしまう。そうし

た地域による「格差」を解消するためにも、「移行」を視

野に検討すべきである。 

5.ソフト（委託放送事業、番組提供

事業）参入の多様性について 

「委託放送事業者への割当単位を、ある程度まとまった

数のセグメントとしながらも・・・」ということは、６～

７セグメントの県域においては、もし NHK に２～３セグ

メントが割当てられた場合、“音声優先セグメント”を除

けば、民間の委託放送事業者は１社になる可能性が高く、

この一点のみをとらえても、ソフト（委託放送事業）参入

の多様性は、望むべくもない。 
また割当てられた帯域のチャンネル編成権は委託放送

事業者が持つ方が合理的であることから、県域における番

組提供事業者の選定は、唯一の委託放送事業者の裁量に委

ねられることになり、当該県域の多様性は唯一の委託放送

事業者に文字通り“委託”されることになる。 
こうした事態を回避するためにも、「委託放送事業者へ

の割当単位を、ある程度まとまった数のセグメント」とせ

ず、民間の委託放送事業者への割当単位は、最大１セグメ

ントとすべきである。 
一方広域においては、市場規模も大きく、多種多様な委

託事業者の参入が見込める。参入希望者の自主性を尊重

し、参入機会を増やすためには、広域においても、民間の

委託放送事業者への割当単位は、最大１セグメントとすべ

きである。 



6.委託放送業務展開のための共

通事業基盤について 
 

エンジニアリングサービスなど、各社共通の付加サービ

スを提供する設備を受託放送事業者が保有、運用するのは

効率的であると思うが、すべての委託放送事業者が使用す

るとは限らない認証・課金等に係る設備を受託放送事業者

が保有、運用することは使用料の高騰を招きかねない。 
前述したように認証・課金を必要とする蓄積型ファイル

キャスティングは、3.9G や WiMAX2 などの高速データ通

信サービスまたは V-High 帯に委ねるべきであり、V-Low 帯の

18MHｚは、できるだけリアルタイムストリーミングを中心とした

“放送”サービスに活用すべきである。 
したがって受託放送事業者が保有、運用する共通事業基

盤は、できる限り“放送”に特化したものに留めるべきで

あると考える。 

7.委託放送事業者による災害情

報の提供について 

既存ラジオ局は、地域防災に向けた日常的な活動及び災

害発生時の緊急情報提供等の実績と経験を兼ね備えた代

えがたいメディアであり、V-Low マルチメディア放送にお

けるサイマル放送は、音声のみならずデータ放送等も駆使

し、その役割を十分果たすものと考える。 
そしてそこから発せられる災害情報を一人でも多くの

国民に届くようにするためには、“音声優先セグメント”

の受信を中心とする機能に限定した、簡単廉価な安心安全

受信機を自治体等を通して配布することが、最も有効な方

策と考える。 
委託放送事業者による災害情報の提供ではないが、委託

放送事業者が使用するＴＳのペイロードを使うものでは

なく、放送内容に影響を与えるものでないことから、受託

放送事業者においてＡＣを利用した緊急地震速報を伝送

することも、検討してもいいのではないか。(ただし、受信

機動作により放送内容に影響を与えない工夫は必要。) 
8. (3)V-Low マルチメディア放送

がその放送番組の一部に新聞、雑

誌等の電子版を含む場合の放送

規律について 

現時点においては、基幹放送である V-Low マルチメデ

ィア放送のサービス内容は、ストリーミング、ファイルキ

ャスティング、有料、無料等を問わず、原則として放送法

に則るべきと考える。 

9.NHK の受託国内放送及び委託放

送業務への参入について 

地上放送や BS 放送の開発・普及・発展を先導してきた

NHK の受託国内放送及び委託放送業務への参入は、新し

いメディアである V-Low マルチメディア放送の実現・普

及・発展にとって極めて重要であると考える。 

10.受託放送事業者の選定手続き

について 

地域情報・災害情報の提供など高い公共性を求められる

V-Low 帯は、落札金額の多寡により参入事業者を決定する

ような制度には馴染まず、また、オークションによる電波

の確保には多大な投資が必要となり、ひいては消費者に多

大な負担を強いることになりかねない。 
加えて、周波数オークションの導入には電波法改正など

に時間を要する。V-Low 帯の帯域利用の利益を速やかに国

民に還元するためには、現行制度下で早期に放送を実現す

べきと考える。 
これらのことにより周波数オークション制度導入には

強く反対する。 



11.その他 
 

（電波利用料） 
昨年 12 月に公表された「電波利用料の見直しに係る料

額算定の具体化方針（案）」では、マルチメディア放送に

おいては特性係数を考慮しないこととなっている。しか

し、V-Low マルチメディア放送は、災害時にも頼りになり、

地域社会の中で生活向上と経済の発展を牽引する役割を

担うことが期待されていることから、電波利用料において

地上アナログラジオと同等の特性係数が適用されるべき

と考える。 

 

以 上 


